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1.職員の任免と職員数に関する状況（各年度 4 月 1 日現在） 

 

平成 28 年度 174 人  

平成 27 年度 173 人  

差 引 1 人 

（内訳） 

平成 27 年度退職     3 人 

平成 27 年 4 月 2 日～ 

平成 28 年 4 月 1 日採用  4 人 

計             1 人 

※職員数は、一般職に属する職員の数です。 

 

 

 

2.職員の給与の状況 

(1)人件費の状況（平成 27 年度普通会計決算） 

歳出額 

(A) 

人件費 

(B) 

人件費率 

(B／A) 

26 億 9,329.6 万円 14 億 3,586.9 万円 53.3％ 

※人件費には管理者、副管理者、議員などに支給される報酬を含みます。 

 

 

 

(2)職員給与費の状況（平成 27 年度普通会計決算） 

職員数 
給与費 

給 料 職員手当 期末・勤勉手当 合計 

173 人 6億4,634.7万円 1億4,607.8万円 2億4,147.4万円 10 億 3,389.9 万円 

※職員手当には退職手当負担金を含みません。 

※一人当たり給与費は 597 万円（合計／職員数）となります。 

 

 

 

(3)初任給と平均年齢、平均給料月額（平成 28 年 4 月 1 日現在） 

区 分 初任給 平均年齢 平均給料月額 

消防職 
大学卒 192,700 円 

40.3 歳 309,711 円 
高校卒 163,200 円 

一般行政職 大学卒 176,700 円 50.3 歳 337,142 円 
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(4)主な手当の種類とその内容（平成 28 年 4 月 1 日現在） 

【毎月支給の手当】 

区 分 内 容 

扶養手当 

扶養親族のある職員に支給されます。 

①配偶者   月額 13,000 円 

②配偶者以外の扶養親族 1 人につき月額 6,500 円 

 配偶者がいない場合、そのうち１人は月額 11,000 円 

（16 歳から 22 歳の子 1 人につき 5,000 円加算） 

住居手当 

住居費用（借家）を負担している職員に支給されます。 

月額 12,000 円を超える家賃を支払っている職員に対し、家賃

額に応じ最高月額 27,000 円 

通勤手当 

通勤のために費用を負担している職員に対して支給されます。 

・電車・バス等利用者 負担運賃額に応じ最高 月額 55,000 円 

・自動車等利用者   使用距離に応じ最高 月額 31,600 円 

管理職手当 
役職に応じて支給されます。 

最高 月額52,400円 

 

 

 

【毎月支給以外の手当】 

区 分 内 容 

期末 

勤勉手当 

 期末手当 勤勉手当 

6 月期 1.225 月分 0.750 月分 

12 月期 1.375 月分 0.750 月分 

計 2.60 月分 1.50 月分 
 

 

 

 

【退職手当】  

区 分 内 容 

退職手当 

支給率 自己都合 定年・勧奨 

勤続 20 年 20.445 月分 25.55625 月分 

勤続 25 年 29.145 月分 34.5825 月分 

勤続 35 年 41.325 月分 49.59 月分 

最高限度 49.59 月分 49.59 月分 

加算措置 定年前早期退職の場合は、1 年につき 2％加算

（20％限度） 
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3.職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

(1)勤務時間（平成 28 年度） 

勤務時間 休日等 

午前 8 時 30 分～午後 5 時 15 分の週 38 時間 45 分 

（休憩時間：正午～午後 1 時） 

・日曜日・土曜日 

・国民の祝日 

・年末年始 

（12 月 29 日～1 月 3 日） 

※交代制勤務者は、上記の勤務時間等によらず、一週間当たり 38 時間 45 分の勤務

時間となるように勤務時間を割り振ります。 

 

 

(2)休暇の概要・種類等（平成 28 年 4 月 1 日現在） 

年次有給休暇 
各年度につき 20 日付与されます。 

（残日数は翌年度に 20 日を限度に繰越） 

療養休暇 

負傷又は疾病のため、勤務しないことがやむを得ないと認め

られる場合、最小限度必要と認められる期間、その治療に専

念させることを目的とする有給の休暇です。 

特別休暇 
結婚、出産、忌引きなど、特別の理由により勤務しないこと

が相当であると認められる場合の有給の休暇です。 

介護休暇 

配偶者、父母、子等が負傷、疾病又は老齢で介護をするため、

勤務しないことが相当であると認められる場合の無給の休

暇です。 

 

 

(3)休業等の取得状況（平成 27 年度） 

育児休業 
平成 26 年度以前からの継続取得者 0 人 

平成 27 年度新規取得者 0 人 

 

 

4．職員の分限と懲戒処分の状況（平成 27年度） 

(1)分限処分の状況 

 休職 2 人（心身の故障） 

 

 

(2)懲戒処分の状況 

 停職 1 人（交通法規違反） 

 戒告 6 人（管理監督責任） 
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5.職員の服務の状況 

 (1)職員の守るべき義務の概要 

   地方公務員法は第 30 条で「すべて職員は、全体の奉仕者として公共の利

益のために勤務し、かつ、職務の遂行に当たっては、全力を挙げてこれに

専念しなければならない。」と服務の根本基準を規定しています。その上で

同法は、職員に対し、法令等及び上司の職務上の命令に従う義務、信用失

墜行為の禁止、秘密を守る義務など、服務上の強い制約を課しています。 

 

 (2)職務専念義務の免除の状況 

   主なもの・・・人間ドック受診・研修を受ける場合 

 

 

 

6.職員の研修および人事評価の状況 

(1)職員研修の状況 

   新潟県市町村総合事務組合の階層別研修、専門研修に職員を派遣し職務

能力の向上を図っています。 

 

 

(2)人事評価の状況 

   平成 28 年度より、職員の能力開発と組織の活性化を図るために、能力・

実績を重視した人材育成型の人事評価制度を全職員に対して実施していま

す。 

  

 

 

7.職員の福祉と利益の保護の状況（平成 27年度） 

(1)健康診断等の受診状況 

 定期健康診断 延べ 226 人 

人間ドック  81 人 

 

 

(2)公務災害と通勤災害の発生件数 

 公務災害   4 件 

通勤災害   0 件 

 


